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私が小�中学校時代を過ごしたのは、瀬戸内�

岡山県の小さな町である。文字通り、毎日海の側

で真っ黒になって遊び、夜は波の音を聞きながら

眠りについた。

どこの家も男の子が２～３人はおり、中には商

船大学や商船高校に行くお兄さんもいた。お父さ

んが船長という家では、娘たちは少しいい洋服を

着て、時に私たちにチョコレートをくれたりした。

当時、昭和３０年代の前半の頃、大学進学率は１８

％程度で、まだ低かった。私の育った小さな町に

も「海員学校」があり、中学を卒業後２年間勉強

すれば部員になれた。まだ子供の顔をした可愛い

制服姿を今も忘れない。また、中学の同級生の内、

成績のよい何人かは、香川県の電波高校に進学し

た。卒業すれば、通信士となり船に乗った。この

ように身近に海があり、船員がいた。

その後時代は移り、出生率が１．７台迄下がった昭

和５０年代の終わりには、多くの若者が大学を出て

安定した陸のサラリーマンになることを希望する

ようになり、その分船員希望者が減った。

そこに追打ちをかけたのが、昭和６０年のプラザ

合意であった。それ迄１ドルが２４０円で換算されて

いた日本人コストは一気に倍増し、フィリピン人、

インド人など外国人に対し国際競争力を失った。

その後、苦渋の選択として「緊急雇用対策」を実

施せざるを得なかったことは、ここに改めて記す

必要もあるまい。

プラザ合意後２０年余りの間、日本人船員の数は

減り続けている。各社の採用数は略一定であるが、

退職者の数の方がそれを上回るからだ。国際競争

力を決める要因の一つである為替の壁は依然とし

て極めて厚い。それだけではない。もう一つ大き

な壁は少子化である。今や、出生率は１．２台まで下

がり、平均的家庭では男の子は一人以下である。

早い話、昔であれば２～３人いた男の子の中、１

人くらいは船に乗って親元を離れても良かった。

今は事情が異なる。母親がまず船乗りになること

を許さないという話を聞く。

更に先程、通信士の話を書いた。船舶通信士の

職は、衛星通信の発達に伴い縮小し、１９９９年を境

にゼロになった。こうして考えると、今後日本人

船員のなり手を確保して行くのは容易ではないが、

私たちはその困難を見越してこれ迄経営に当たっ

て来た。即ち、限られた数の日本人船員を、単な

る乗組員ではなく、むしろ陸側から多数の外国人

船員を指導し、教育し、自社の物の考え方やクオ

リティを植えつけるためのマネージャー（管理者）

として育成してきたのである。時間はかかるが、

このようなグローバルな広い心と強いリーダーシ

ップを持った、若く新しい「海の子」を多く育て

たい。

「我は海の子」に想う
日 本 船 主 協 会 副 会 長
日本郵船株式会社 代表取締役社長 宮原耕治
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平成２０年度海運関係税制改正要望
―自民党はじめ関係先に提出―

平成２０年度税制改正要望については、８月１日

の理事会において、要望内容の基本方針を確認の

うえ取りまとめ、９月２６日の理事会で承認され、

同日、自民党政務調査会および国土交通省へ要望

書を提出した。【資料参照】

なお、同要望は従前どおり海運関係事項、国際

課税、企業税制に区分のうえ取りまとめた。概要

は以下のとおりである。

� 海運関係事項

税制改正要望のうち「トン数標準税制（以下、

トン数税制）の実現」については、昨年取りま

とめられた平成１９年度与党税制改正大綱を踏ま

え、諸外国の海運企業とのイコール・フッティ

ングの観点から要望している。

一方、日本経団連は、「今後のわが国税制のあ

り方と平成２０年度税制改正に関する提言」を取

りまとめ、「外航海運業者の日本籍船に係る、い

わゆるトン数税制に関し、平成２０年の通常国会

における法改正とあわせ、主要な海運国の税制

との整合性を踏まえた制度を創設すべきである。」

と整理しており、昨年に引き続き日本経団連か

らの支持が得られている。

国土交通省においても平成２０年度税制改正要

望として「トン数税制の創設」を盛り込み、９

月１日に同省から財務省および総務省へ要望を

行っている。

このほか平成１９年度末をもって期限が到来す

る「国際船舶に係る登録免許税の改善・延長」

「外航用コンテナに係る固定資産税の廃止」「中

小企業投資促進税制の延長」「外貿埠頭公社に係

る特例措置の延長及び指定会社等に係る特例措

置の拡充」等の既存税制の維持・存続について

も要望している。

� 国際課税

「タックスヘイブン対策税制の改善」等の国際

課税関係要望事項については、これまで通り、

国際課税連絡協議会の各団体（日本貿易会等２６

団体で構成）と連携し、タックスヘイブン対策

税制における特定外国子会社の赤黒合算や世界

的な法人税率の引き下げ傾向の中、軽課税国の

定義（２５％以下）は実態にそぐわなくなりつつ

あることから１５％以下に引き下げること等、粘

り強く是正を求めていくこととしている。

� 企業税制

昨年実現した減価償却制度について残存価額

・償却可能限度額の廃止や新たな定率法の導入
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などの改善などが図られたが、昨年発表された

平成１９年度与党税制改正大綱で触れている〈減

価償却制度〉法定耐用年数の見直しについては、

「平成２０年度税制改正に向け、減価償却資産の

使用の実態等について更に調査・分析を進め、

法定耐用年数や資産区分の見直し、法定耐用年

数の短縮特例制度の手続き簡素化について検討

する。」とされている。

現在、財務省において、船舶などをはじめと

する償却資産の資産区分・法定耐用年数の見直

しの検討が進められている模様だが、償却制度

の抜本見直しの効果が縮減されることのないよ

う国土交通省はじめ業界横断的に関係業界団体

とも連携して、わが国企業の新規設備への投資

を促進し、国際競争力を高めるべく、対応して

いくこととしている。

当協会は、２００７年１２月に予定されている政府に

よる税制改正案決定に向け、これら要望の実現を

目指し、国会議員をはじめとする関係各方面に強

力に要望活動を行っていくこととしている。

（企画部：松本）

【資料】平成２０年度税制改正要望

海運関係事項

１．トン数標準税制の実現

外航海運という世界単一市場における事業の利益は、世界標準と呼べる方法によって認識するのが合

理的である。

トン数標準税制については、欧州各国、アメリカ、韓国など主要海運先進国において広く採用されて

おり、現在に至っては、このトン数標準税制が外航海運事業の利益を認識する世界標準と呼ぶべき状況

にある。

わが国におけるトン数標準税制の導入については、平成１９年度与党税制改正大綱において「外航海運

業者の日本籍船に係るみなし利益課税（いわゆるトン数標準税制）については、非常時における対応を

含む安定的な国際海上輸送を確保するために外航海運事業者が果たすべき役割及び当該政策目的を達成

するための規制等を明確にする法律が平成２０年度の通常国会において整備されることを前提として、平

成２０年度税制改正において具体的に検討する。」とされた。

諸外国の海運企業との競争条件のイコールフッティング、税のコンバージェンス（租税政策の国際的

一致）の観点から国際競争力あるトン数標準税制の実現を求める。

２．国際船舶に係る登録免許税の改善・延長

本措置（本則税率４�１０００を２．５�１０００に軽減）は、平成２０年３月末をもって期限が到来するが、国際

船舶の国際競争力の強化に資するため、諸外国に比べ割高な日本籍船の取得・保有にかかる諸税の軽減

を図るとともに、以下の通り本税の更なる軽減（税率を２．５�１０００から２．０�１０００）を求める。

� 所有権保存の登記

平成２０年３月３１日までに新造又は外国法人から取得（新造された日から５年を経過していないもの

S H I P P I N G F L A S H

せんきょう Oct 2007● 3



に限る）をする国際船舶の所有権の保存登記…………船舶価額の２．０�１０００

� 抵当権設定登記

平成２０年３月３１日までに国際船舶の建造又は取得のための資金の貸付け又は延払いによる債権の担

保として設定される抵当権の登記 …………債権金額又は極度金額の２．０�１０００

３．外航用コンテナに係る固定資産税の廃止

本措置（課税標準４�５）は、平成２０年３月末をもって期限が到来するが、三国間輸送が増加傾向に

あるなか、外航用コンテナの国内滞留率は１割程度にすぎないのが実状であり、応益負担の考え方から

も課税する根拠に乏しい。可動性の償却資産に対する保有課税は収益課税との二重課税であり、課税の

根拠が不明確であることからも、償却資産である外航用コンテナに対する課税の廃止を求める。

４．中小企業投資促進税制の延長

当該税制（３０�１００の特別償却または７�１００の税額控除）は、平成２０年３月末をもって期限が到来する

が、中小船主の内航貨物船の代替建造を促進する観点から、本制度を延長すること。

５．外貿埠頭公社に係る特例措置の延長及び指定会社等に係る特例措置の拡充

国際的に見てわが国港湾のコスト高が指摘されているなかで、外貿埠頭公社に係る特例措置が廃止さ

れ、埠頭借受者に負担が転嫁されることとなれば、海運企業の経営を著しく圧迫、ひいては物流コスト

増をもたらすことになる。今後とも物流サービスの安定供給を図っていくために本特例措置を延長する

とともに、外貿埠頭公社から指定会社等が承継するコンテナ埠頭分においても特例措置の拡充が是非と

も必要である。

� 外貿埠頭公社が平成１０年３月３１日までに取得している一定規模以上のコンテナ埠頭に対する固定資

産税及び都市計画税の課税標準の特例措置（旧公団からの承継分３�５、その他１�２）について、

適用期限を平成２２年３月３１日まで２年延長すること。

� 外貿埠頭公社が平成１０年４月１日から平成２０年３月３１日までに取得する大規模コンテナ埠頭に対す

る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置（平成１０年４月１日から平成１８年３月３１日までに

取得した分については１０年間１�５、その後１�２。平成１８年４月１日以降の取得分については１�

２）について、適用期限を平成２２年３月３１日まで２年延長すること。

� 外貿埠頭公社から指定会社等が承継するコンテナ埠頭において無利子貸付制度の適用を受け、新た

に取得する資産についても、固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置（課税標準１�２）を

拡充すること。

なお、「公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」（平成１５年６月２７日閣議決定）に基づき、平成

２０年１２月に公益法人制度改革３法が施行された場合、外貿埠頭公社に係る特例措置と指定会社等に係る

特例措置、不動産貸付業にかかる法人税の非課税措置について税法上の所要の措置を講ずること。
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６．とん税、特別とん税の廃止または軽減

外航船舶はとん税、特別とん税の他、船舶固定資産税、入港料等を重複して負担している。入港によ

る応益負担は当然のことであるが、これらの公租公課は諸外国に類例のない重複賦課である。港湾の国

際競争力強化および物流コストの軽減の観点から、本税の廃止または軽減を求める。

７．内航燃料油に係る特例の創設

内航海運業は国内太宗貨物（主要産業基礎資材）の８割以上のシェア（輸送トン数ベース）を占める

など、産業活動の円滑化ばかりか国民生活の安定に大きく寄与している。さらに、わが国は京都議定書

で約された温室効果ガスの一つである CO２の削減など環境負荷低減の見地から現在、国を挙げてモーダ

ルシフトを促進している。これらを円滑に進めるためには、内航燃料油について、石油税の実質非課税

措置（還付制度）の導入が是非とも必要である。

８．内航船に係る代替建造促進策としての税制措置の創設

内航船の代替建造停滞にともなう深刻な事態の発生を未然に防止する施策として、適切な規模の船舶

の代替建造を中長期的に、計画的・安定的に進めるための税制上の措置を求める。

９．船員の支払給与に係る法人事業税の課税標準の特例措置の創設

外形標準課税に係る付加価値割の課税標準の算定に当たり、船舶の乗組員に対して支出される報酬給

与額を算定方法から控除すること。

国 際 課 税

１．タックスヘイブン対策税制の見直し

� 特定外国子会社につき、留保所得のある子会社のみならず欠損金のある子会社も合算の対象とする

こと

現在のタックスヘイブン対策税制は欠損金の合算が認められず、留保所得のある子会社のみ日本に

おいて課税するという著しく公正さを欠いた税制となっている。法人税法第１１条に規定されている実

質課税の原則から、実質上親会社と一体である特定外国子会社については、欠損金のある子会社も合

算の対象とすること。

� 欠損金繰越期限を撤廃すること

現在の制度では過去７年間の欠損金に限り、当期の所得計算上当該欠損金を損金算入できるが、長

期欠損法人の税制上の救済措置として繰越期間を撤廃すること。

� 軽課税国の判定基準の引下げ

軽課税国の判定基準を、国内の法人実効税率が４０％に引き下げられたこと、および諸外国の法人実

効税率が引き下げられる傾向にあること等を勘案し、１５％以下に引き下げること。
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� 課税済留保金額の損金算入制限を撤廃すること

現在の税制では配当支払の１０事業年度前までの課税済留保金額しか損金算入が認められず、また、

損金算入自体も孫会社の支払配当までしか認められていない。１０年間の損金算入制限を撤廃し、曾孫

会社が二重課税にならないよう孫会社までの制限を撤廃すること。

� 控除未済課税済配当の控除（間接受領配当の調整）期間制限を撤廃すること

孫会社から子会社へ配当がある場合、その配当支払日から２年以内に子会社が親会社に配当を行わ

なければ、孫会社の配当は孫会社の課税対象留保金額から控除されず、二重課税となる。二重課税の

排除の観点から、２年間の控除期間制限を撤廃すること。

� 適用除外の非適用業種から「船舶の貸付」を外すこと

現在の制度では、たとえ実態のある会社でも、業種が「船舶の貸付」であれば、軽課税国に存在す

るだけで特定外国子会社と見なされてしまう。実体のある海外子会社であれば、タックスヘイブン対

策税制対象外とすること。

� 移転価格税制上定義されている国外関連者から、タックスヘイブン対策税制が適用される特定外国

子会社を除外する

移転価格税制上、国内の法人と国外関連者（法人）間との取引価格を通常価格に引き直すため、第

三者取引価格の算出が必要とされるが、特定外国子会社は合算課税の対象となっているため、所得の

移転とはならず、課税上の弊害はない。従って、移転価格税制上定義されている国外関連者の対象範

囲から、タックスヘイブン対策税制が適用される特定外国子会社を除外すること。

２．外国税額控除制度の見直し

� 一括限度方式の堅持

国際的二重課税の排除方式として外国税額控除を採用しているわが国においては、企業のグローバ

ル化・複雑化に対処するため、また課税ベース、課税及び控除のタイミングを判断する際に、各国の

制度の相違が存在する以上、それらのミスマッチを緩和するためには、一括限度方式の維持が不可欠

である。

� 控除限度超過額の損金算入制度の創設

� 控除限度超過となった外国法人税は繰越か損金算入の選択を認めること

� 繰越期間内に控除できず、控除不能が確定した繰越外国法人税は損金算入を認めること

現在の制度では、外国にて支払った税額の控除限度超過額が恒常的に発生しているが、控除限度額

を超過のために控除できない外国税額は損金にも算入できないため、海運会社の海外展開に関わるコ

ストの増加、国際競争力の低下を招いている。国際的二重課税の排除の観点から、上記の損金算入制

度が必要である。

	 控除限度超過額および控除余裕額の繰越期間を廃止すること

外航海運業では多額の外国税を恒常的に納めており、所得の発生時期と租税の納付時期の差等によ

り、控除されるべきわが国法人税と対応関係にないことから３年間の期限では控除しきれない場合が
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多い。国際的二重課税の排除の観点から、控除限度超過額および控除余裕額の繰越期間制限の撤廃が

必要である。

� 間接外国税額控除制度の拡大

� 間接税額控除の持ち株比率の制限を現行の「２５％以上」から、欧米先進国並みの「１０％以上」と

すること

間接外国税額控除の持株所有要件は、現行の制度では２５％以上となっているが、多くの先進国で

は１０％以上となっている。国際的二重課税の排除の観点から、他の先進国に比べて厳しすぎる現行

制度を緩和することが必要である。

� 間接外国税額控除の対象範囲を孫会社から、曾孫会社まで拡大すること

現行の間接外国税額控除は孫会社までしか認められていない。国際的二重課税の排除の観点から、

間接外国税額控除の対象範囲を曾孫会社まで拡大すること。

� みなし外国税額控除制度の維持

近年、みなし外国税額控除制度の縮減・廃止の方針が打ち出されているが、日本企業が、みなし外

国税額控除制度を認めている国との国際競争力の面で劣後するような事態は避けるべきである。

� 地方税から控除未済となった金額の還付制度の創設

� 地方税から控除未済となった金額は、法人税と同様に還付すること

� 還付が認められない場合は、少なくとも損金算入を認めること

控除対象外国法人税額が多いため、地方税の過年度の控除余裕額を利用する場合に、当期の地方

税の法人税割の金額を超えることがあるが、現行制度では、当該控除未済の金額が還付されず、将

来３年間控除未済額として繰越される。地方税においても、国税と同様控除未済となった金額につ

いては還付制度の導入が是非とも必要である。

企 業 税 制

１．法人税の実効税率の引き下げ

わが国の法人税率は依然として欧州・アジア各国の水準と乖離しており、企業の競争力を削ぐ要因と

なっていることから、法人所得課税の実効税率を現状よりも引き下げていくことが必要である。

２．連結納税制度の改善

� グループ内の寄付金の容認

連結納税グループ会社間の寄付金は全額が損金不算入となる。同一法人の事業部門間では問題とな

らない取引が、子会社化し連結納税制度を選択することで異なる取扱いを受けることは、連結納税グ

ループを単一法人とみなして課税する連結納税の考え方と矛盾するため、グループ内の寄付金は全額

損金算入を認めること。
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� 小規模子会社の交際費損金算入

連結納税においても小規模子会社の交際費損金算入を認めること。

� 連結納税子会社の連結納税適用以前の欠損金の当該子会社所得との相殺

現行の連結納税制度では、連結納税適用以前の子会社欠損金は、適用時にすべて翌期以降への繰越

が不可能であり、連結納税制度適用の最大の障壁となって円滑な組織再編に結びつかない。

� 連結対象に特定外国子会社（１００％）も認める

便宜置籍船会社のように租税回避目的ではない１００％支配の特定外国子会社については、外国法人と

はいえ親会社と経済的一体が認められるので、課税対象となる連結グループ全体の所得に加えられる

べきものであり、連結納税の範囲を拡張することにより、内国法人の企業活動の活性化に資すること

ができる。

３．償却資産に係る固定資産税の廃止

船舶などの償却資産に対する保有課税は収益課税との二重課税であり、課税の根拠が不明確である。

国際的にみても償却資産に対する課税は極めて異例であり、わが国海運の国際競争力を阻害するものと

なっている。

課税が海運業や特定の設備産業に偏重し、課税の中立性にも問題があることから償却資産に対する課

税の廃止を求める。

４．温暖化対策税制の導入は絶対反対

物流コストの低減に努めている外航および内航海運にとって、温暖化対策税制導入による新たな税負

担は大きな打撃を受ける。

特に内航海運は、わが国の基幹的な輸送機関であり、環境負荷が小さくモーダルシフトの牽引車とし

ての役割や、静脈物流の担い手としても期待され、運輸産業全体で懸命に取り組んでいる。こうしたな

かで新しい税制が導入された場合には、大きなコストアップ要因となり、モーダルシフトの目標値達成

は困難となる等、結果として CO２排出量総量の削減にはつながらない可能性が大きい。

５．欠損金の繰越期間制限の撤廃

日本の税法では、過去７年間の損失に限り、当初の所得計算上損金算入できるが、長期欠損法人の税

制上の救済措置として繰越期間の撤廃が必要である。先進国の例では、米国では２０年間の繰越、英国に

至っては永久に繰越が認められている。

６．欠損金の繰戻還付不適用措置の廃止

法人税法では前事業年度の利益に対して当期の欠損金の繰り戻しを行い、還付を受けることが認めら

れているが、租特法により平成４年以降不適用措置が継続されている。欠損法人の救済措置として不適

用措置の廃止が必要である。
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７．受取配当金の益金不算入制度の改善

� 特定利子規定の復活

平成１４年度税制改正において、受取配当金の益金不算入制度から特定利子規定が廃止されたことに

より、運転資金の借入および設備資金の長期借入が多い会社では、受取配当金の大部分が二重課税と

なってしまう。当該制度は連結納税制度導入による税収減の補完として平成１４年度税制改正にて廃止

されたが、論拠のない増税策であり、受容できない。

� 特定株式以外の株式等に係る受取配当の益金不算入割合の引上げ

既に課税済みである株式の受取配当に対する課税は二重課税であり、現行の益金不算入割合（５０％）

を引き上げる（もしくは全額益金不算入とする）ことが必要である。当該制度は連結納税制度導入に

よる税収減の補完として平成１４年度税制改正にて変更（従来は益金不算入割合が８０％）されたが、�

と同様、論拠のない増税策であり受容できるものではない。

８．退職給与引当金制度の復活

退職給与引当金は、連結納税制度導入による税収減の補完として平成１４年度税制改正にて廃止された

が、当該制度は固定費の平準化に欠かすことのできないものであり、復活させることが必要である。

９．税務上の取扱いに係る申告前の事前確認制度の導入

納税者の権利保護の明確化に資するため、事前確認制度を導入すること。

１０．交際費の損金算入

企業の積極的な活動を支援するため、営業活動を行うにあたって必要と認められる一定の支出に関し、

損金算入は認められるべきである。

１１．減価償却費、各種引当金・準備金、圧縮記帳積立金等の各種項目における税法での損金経理・利益

処分経理要件の撤廃

会計と税務が分離していく流れの中で、会計で処理したものしか認められないとする損金経理要件・

利益処分経理要件は不合理であり、撤廃すべきである。
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１

国際会議レポート

改正BCコードが原則合意される
―IMO第１２回危険物・固体貨物およびコンテナ小委員会（DSC１２）の審議模様―

国際海事機関（IMO）の第１２回危険物・固体貨

物およびコンテナ小委員会（DSC１２）が、２００７年９

月１７日から２１日までロンドンにおいて開催され、

BCコード（固体ばら積貨物の安全実施規則）の改

正、国際海上危険物規程の改正およびコンテナ固

縛時の安全作業環境などに関する審議が行われた。

主な審議概要は以下のとおりである。

１．BCコードの改正および強制適用

� 未査定固体ばら積貨物の積載

BCコードが強制化される２０１１年以降は、原則、

同コードに記載されている固体ばら積貨物しか

運送できないこととなる。同コードに記載され

ていない物質は、未査定貨物として扱われるこ

ととなり、その取扱いについて検討が行われた。

審議において、その化学的危険性に依らず、

すべての未査定貨物の運送に対して、三カ国間

（荷出し国、荷受国、旗国）合意を必要とする

意見と、化学的危険性を有する危険物のみ三カ

国合意を必要とする意見に分かれた。

審議の結果、グループＡ（液状化物質）およ

びグループＢ（化学的危険性を有する物質）貨

物の運送については、三カ国間合意が必要とさ

れ、グループＣ（グループＡおよびグループＢ

以外の物質）については、積荷港当局の査定（結

果を揚荷港当局、船籍国に通知する）で運送す

ることが可能となった。なお、いずれの物質に

ついても、BCコードへの新規追加のため査定か

ら一年以内に IMOに報告を行うことが必要とさ

れた。

� 還元鉄の運送要件の見直し

還元鉄（DRI）運送中における事故が多発して

いることから、その運送要件の見直しについて、

２００４年の DSC９より検討が行われている。

今次会合においては、引火性ガスが発生しや

すい DRI（B）およびDRI�FINESの運送要件につ

いて検討が行われた。

審議の主題は、DRI（B）およびDRI�FINES積載

中の貨物艙内における雰囲気についてであり、

貨物艙内を爆発性雰囲気にしないため、不活性

海運ニュース
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ガス（イナートガス）による置換を必要とする

意見と DRIは不活性ガスと反応し、引火性ガス

の発生が促進されるためイナーティングを不要

とする意見（ベネズエラ）に分かれ、議論が平

行線を辿った。

審議の結果、本件に関する審議を次回 DSC

１３において引き続き行うこととなり、また、DRI

−FINEについてはベネズエラがイナーティング

不要の根拠を次回会合に提示することとなった。

� 今後の検討スケジュール

当初の予定では、今次会合において、BCコー

ドを最終化することとなっていたが、全ての審

議が終了しなかったことから、今後のスケジュ

ールについて検討が行われた。

審議において、議長より、当初の予定通り同

改正案をMSC８４に承認のため送付するとの発言

があり、これに対し、多数の国から審議の延長

を求める意見があった。

審議の結果、同コード採択前に、以下の４項

目に関する改正が行われることを前提として、

BCコード改正案に原則合意し、承認のためMSC

８４に送付することとなった。

同改正については、次回 DSC１３において検討

を行い、同コード採択予定の２００８年１２月のMSC

８５に改正案を提出することが合意された。

�DRIの個別スケジュール（運送要件）

�非危険物の硫黄の個別スケジュール（運送要
件）

�重力式セルフアンローダー船に関する要件
�石炭及び褐炭ブリケット（Brown Coal Bri-

quettes）の個別スケジュール（運送要件）

なお、改正BCコードについては、２００９年１月

１日から各国の判断に基づく任意適用が開始さ

れ、２０１１年から強制適用とすることが合意され

た。

また、同コードの名称を「国際固体ばら積貨

物規則（International Maritime Solid Bulk Car-

goes（IMSBC）Code）とすることが原則合意さ

れた。

２．国際海上危険物規程（IMDGコード）の改正

� 少量危険物の検討

危険物の運送は、国連勧告※にその要件が規

定されているが、少量の危険物については、輸

送モードにより別途規定があり、その取扱い方

法が異なっている。そのため、国連の危険物輸

送専門家委員会（UNSCETDG）において、輸送

モード間における調和を図るため、少量危険物

規定の見直しが２００２年より行われてきた。

２００６年７月のUNSCETDG２９において、航空輸

送で適用されてきた「適用除外危険物（Excepted

Quantities）」に関する規定を国連勧告に取り入れ

ることが合意され、同年１２月のUNSCETDG３０に

おいて、国連勧告の改正が採択された。

同改正に伴い、今次会合では、適用除外危険

物規定の IMDGコードへの取り入れについて検

討が行われた。

当該規定は、航空輸送における運送要件であ

ったため、現行の海上運送要件と照らし合わせ

ると次の様な問題点が考えられた。

� 同規定では、運送書類（危険物明細書）を

準備することを要求していないが、SOLAS

条約第Ⅶ�４規則およびMARPOL条約附属書

Ⅲ第４規則では、運送される量に係わらず運

送書類が要求されている。

� SOLAS条約第Ⅱ－２�１９規則は少量危険物
に対して適用されないこととなっているが、

適用除外危険物の場合には、規則への適合が

要求される。

� MARPOL条約附属書Ⅲ第３規則では、海洋

汚染物質について、CTU（Cargo Transport

Unit）にマークを表示することとなっている。

しかしながら、同規定では容器あるいは CTU

へのマークの表示を要求しておらず、海洋汚

染物質が収納されている場合でも、海洋汚染

物質マークを表示する必要がないこととなる。

上記問題点について審議した結果、以下のと

おり合意した。

� 輸送書類

輸送書類の作成は危険物を安全に輸送する
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ために非常に重要であり、如何なる量の危険

物についても当該書類は必要であること

� 危険物運送船要件の適用

少量危険物に対しては、防火に関する要件

（SOLAS条約第Ⅱ－２�１９規則）の適用免除
が規定されていることから、少量危険物より

も少量である適用除外危険物についても同様

に適用を免除すること

� コンテナへの海洋汚染物質マークの表示

コンテナへの海洋汚染物質マークの表示は

免除すること

※国連勧告：国際的な危険物の輸送における安全性を確

保するために国際連合に設置された国際連

合危険物輸送専門家委員会により２年毎に

発行されている勧告。IMOによって発効さ

れる国際海上輸送に関する国際規則（IMDG

コード）や国際航空輸送に関する国際的規

則（IATA規則）はこれに準じている。

� 危険物運送に係る陸上作業者への教育訓練要

件の強制化

危険物運送に係わる陸上作業者の規則の理解

および要件の認識不足に起因する危険物関連の

事故や規則違反が数多く報告されていることか

ら、危険物運送に係わる全ての陸上作業者に教

育訓練を強制化すべきであるとの提案があり検

討が行われた。同提案については、パナマ、キ

プロス、中国より陸上作業者への教育訓練の強

制化を海上運送規則である IMDGコードにて規

定することは問題があるとの指摘があったが、

大多数の国から支持があり、強制化が合意され

た。

なお、強制化のための IMDGコード改正案に

ついては、今次会合に引き続き開催される専門

家グループで検討が行われ、IMDGコード第３４

回改正（２０１０年１月１日発効）に取り込まれる

こととなる。

� ニッケル水素電池の積載および隔離

適切な包装および保護が施されたニッケル水

素電池が、熱源（加熱燃料タンク）付近に積載

されたことが原因とされる火災事故の報告があ

った。同報告では、腐食性の電解液に関する特

別要件 SP３０４に熱源からの隔離を含む特別な積載

要件を追加することが提案されていた。

同提案については、同様の提案が国連危険物

輸送専門家委員会に提出されており、同委員会

での審議結果を待ち、次回会合で再度検討する

こととなった。

３．コンテナ固縛時の安全作業環境について

適切な落下防止設備や十分な作業スペースの不

備等により、コンテナ固縛時における作業員の事

故が多発していることから、コンテナ固縛時の安

全な作業環境に関する検討が２００５年の DSC１０より

行われている。

今次会合では、DSC１１で設置されたWGおよび

書面審議グループでの検討結果が報告され、それ

ぞれについて審議が行われた。

� DSC１１WGの検討結果について

� 貨物固定マニュアル（CSM）策定のための

指針（MSC�Circ．７４５）の改正

コンテナ固縛時の安全な作業環境の整備を

図るため、「貨物固定マニュアル（CSM）策定

のための指針」に落下防止設備、照明、通路

などの情報を盛り込んだ“Cargo Safe Access

Plan（CSAP）”を新たに追加することが提案さ

れていた。

同提案については、特段の意見もなく合意

され、CSM策定のための指針に CSAPを追加

することとなった。なお、同改正指針につい

ては、今次会合で一部修正が加えられると共

に本議題に関する全ての審議が終了するまで、

承認のためのMSCへの送付は延期されること

となった。

� コンテナ固縛時の安全な作業環境の整備に

関する規定の強制化

コンテナ固縛時の安全な作業環境の整備に

関する規定を SOLAS条約の下で強制化するこ

とが提案されていた。同提案に対して、わが

国より、ここで言う「規定」が何を想定して

いるのか不明であることを指摘したところ、

WG議長より具体的な検討はしていないとの回
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２

答があった。また、ギリシャは、本議題につ

いての強制化に関する議論はMSCより要請さ

れていないこと等を指摘し、この発言を基本

的に ICS、パナマが支持した。

一方、ドイツは細部については検討を要す

るが、見直しを図ればコンテナ船に対する強

制化は可能と述べた。

審議の結果、MSCからの要請が無い以上、

強制化に関する検討は行わないことが合意さ

れた。

� 書面審議グループの検討結果について

DSC１１において、コンテナ固縛時の安全な作

業環境に関する指針案を検討するため、書面審

議グループ（CG）が設置されており、今次会合

にその検討結果が報告され、検討が行われた。

同指針案では、ハンドレール、ラッシングブ

リッジ、作業スペースなどの設計基準のほか訓

練要件やラッシング作業に関する運用要件が規

定されている。

設計基準を満たすためには、既存船では改造

が必要となり、また新造船においても設計の変

更が必要となる可能性がある。特にコンテナ船

におけるハッチカバー上のコンテナ（２０ft）間の

作業スペースについては、ラッシングポイント

を除き、最低７５０�以上のスペースが要求されて
いた。そのため、わが国より、現行コンテナ船

の設計仕様では、当該基準に合致することは非

常に困難であることから、造船業界とも相談の

上、慎重に検討する必要がある旨指摘を行った。

これに対し、WG議長より、船舶によっては、適

合できないことが十分に予想されるが、本指針

はあくまで勧告であり、また新造船のみを対象

にしているとの回答があった。

設計基準に関する問題については、ICS、ノル

ウェー、パナマ、英国も同様に懸念を表明して

おり、各国共同のステートメントをWG報告書

に記録することとなった。

なお、本指針が勧告だとしても、CSAP（CSM

の一部として）承認時に、本指針の設計基準が

適用される可能性がある。そのため、認証機関

となる船級（IACSからの出席者）に確認したと

ころ、同様に設計基準の問題を認識しており、

その適用については、IACS内の技術委員会で検

討する必要があるとのことであった。

本指針案については、今次会合で最終化出来

なかったことから、次回 DSC１３において引き続

き検討を行い、最終化することとなった。

（海務部：黒越）

IMO新条約案とバーゼル条約の比較検討作業は
COP�に持ち越し
―バーゼル条約第�回公開作業部会（OEWG�）の模様―

表題会合が２００７年９月３日～７日にジュネーブ

で開催され、環境上適正な船舶解撤が主要議題の

ひとつとして審議された。

バーゼル条約では、昨０６年１２月の第８回締約国

会議（COP８）において、各締約国に対し０７年１

月を期限として以下に関する意見の提出が求めら

れていた（本誌２００６年１２月号Ｐ．６参照）。

� バーゼル条約の管理と執行レベルの評価、

� シップリサイクル新条約案により要求される

管理と執行レベルの評価およびバーゼル条約と

の比較

� 効果的な短中期的措置の可能性の調査・検討

OEWG６では、これらの質問に対する各国回答

を基に議論が行われる予定であったが、わが国と

BAN（バーゼルアクションネットワーク。バ条約

専門の環境団体）がCOP８に提出した意見をOEWG

６に再提出した他は、メキシコ１国のみからしか

コメントが寄せられず、また、EUおよびインドか

ら今次会合で詳細な議論をすることは望まないと

の意見が示されたため、０８年１月下旬を期限とし
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て再度締約国に意見提出を求めるとともに、バ条

約事務局が、それら意見を取りまとめの上、０８年

３月のMEPC５７に送付することとし、その旨の決

定（＝決議＊）が作成された。

＊OEWG６では、「船舶解撤の環境上適正な管理」ととも
に「遺棄船舶」の問題も審議され、これら２つの問題

をひとつの決定とすることとされた。そのため、同決

定のパラグラフ３と４は遺棄船舶に関するものとなっ

ている。なお、遺棄船舶については、IMO事務局から
提供された情報に基づいて、遺棄船舶に関するガイダ

ンスを提供するためのインフォメーションノートが作

成され、同決定に付されることとなった。

これまでのバ条約側の検討を見ると、０３年３月

の OEWG３および同年１０月の COP７では、EU

よりバ条約の「輸出国」を「旗国」と読み替えて

条約を船舶に適用するなどの提案がなされるなど、

バ条約独自で解撤予定船舶を規制しようとする動

きがあり、わが国を初めとする IMO関係国で EU

の動きを阻止すべく対応してきた。０５年１０月の

MEPC５２で IMO新条約が策定されることが決定し

てからは、０４年７月のOEWG４、０５年４月のOEWG

５において、同条約がバ条約と同等の管理・執行

レベルを有するものとなるよう意見反映を目指す

ための決定が作成されたが、議論の途中では依然

として環境派の意見も強く、IMO条約の議論の進

展を遅らせかねない状況も見られた。０５年１２月の

COP８においても同様に IMOへの意見反映を目指

すための決定が採択されたが、その審議過程にお

いてインドが、IMO新条約はヤードのみに負担を

課すものであるとし、同新条約の策定を否定する

ともとれる発言を執拗に繰り返し議場の混乱を招

くという一幕があった。

OEWG６においては、これまでのバ条約会合と

は異なり、波乱は全くなく上記内容の決定が採択

された。これは、わが国をはじめとする IMO関係

国が積極的にバ条約会合に参画し、IMO新条約の

議論の進展を丁寧に説明してきた結果、バ条約側

での IMOへの理解が深まったことが大きな一因と

言えよう。一方で、今後のバ条約会合においては、

COP８で IMO新条約が解撤ヤードに与える影響を

懸念していたインドが、船主をはじめとする他の

関係者への更なる負担を求め、また、EUが、IMO

新条訳がバ条約と同等の管理と執行のレベルを有

すること、また、新条約発効までの短中期的措置

の実施を強く主張してくることもあり得る。０８年

６月に開催される COP９は、IMO新条約の採択前

の最後のバ条約締約国会議であることから、COP

７および COP８以上に、船舶解撤の議論も白熱す

ることが予想される（今後の IMOおよびバ条約の

会議スケジュールは次のとおり）。

＜IMOおよびバーゼル条約 会議スケジュール＞

時 期 Ｉ Ｍ Ｏ バ ー ゼ ル 条 約

２００８年
１月

MEPCシップサイクル作業部会第３回中間会合（ISRWG３）
�条約案を審議

（締約国はOEWG６決定に基づく意見をバ条約事務局に提出。
同意見はMEPC５７に提出される）

３月
MEPC５７
�条約案を審議

６月
IMO理事会
�条約採択のための外交会議日程を決定

COP�
�２０１０年のCOP１０までの作業等を審議

１０月
MEPC５８
�条約案を最終化

（２０１０年のCOP１０までにOEWGを開催）
２００９年
４月

条約採択のための外交会議（予定）
�条約を採択

※この他、２００８年中にILO�IMO�バーゼル条約第３回合同作業部会（これら３機関の作業の調整等を図るための会議）が開催される
予定。また、IMOでは、必要に応じ、ISRWG４を開催。

▲バーゼル条約第６回公開作業部会の模様
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１

なお、OEWG６では、昨０６年７月にコートジボ

アールで起きた船舶残滓からの死亡事件を受け、

バ条約と IMO条約（＝MARPOL７３�７８条約）夫々
の権限、両条約間のギャップ、当該ギャップの取

り扱い等について、法的視点からの審議が行われ

たが、同事件の原因に関する情報等がなく議論の

焦点が定まらなかったことから、引き続き、各締

約国からの情報を求めることとされた。

（企画部：本澤）

内外情報

�期生の出帆式が執り行われる
―外航日本人船員（海技者）確保・育成スキーム―

外航日本人船員（海技者）確保・育成スキーム

の第１期生（１１名）の出帆式が、９月２８日、兵庫

県芦屋市の（独）海技教育機構 海技大学校で行わ

れた。

同スキームは、外航日本人海技者の減少を背景

に、国土交通省、全日本海員組合および当協会が

一体となって実施。１期生については、２００７年４

月に官労使で設置した「外航日本人船員（海技者）

確保・育成推進協議会」において選考作業を行い、

最終的に１１名（航海士９名�機関士２名）がスキ

【資料】

船舶解撤の環境上適正な管理および遺棄船舶に関するOEWG６決定（仮訳）

公開作業部会は、

１．締約国に対し、２００８年１月２８日を期限として、以下を含むシップリサイクル条約案およびバーゼル

条約における役割と責任などの事項に関する意見を事務局に提出することを求める第８回締約国会議

の要請に応えることを奨励し、

� バーゼル条約全体として確立された管理と執行のレベルの評価

� シップリサイクル条約案全体として規定されることが予想される管理と執行レベルの評価、なら

びに上記段落�に記述される評価結果との比較
� 効果的な短中期的措置の探求と検討

２．事務局に対し、上記段落１に従って提出された意見を取りまとめ、第９回締約国会議での検討のた

めに同会議に提出するとともに、国際海事機関に、第５７回海洋環境保護委員会での検討のために、上

記により提出された意見の要約を送付することを要請し、

３．本決定に付される遺棄船舶に関するガイダンスを提供するインフォメーションノートを承認し、

４．事務局に対し、同インフォメーションノートをバーゼル条約のウェブサイトに掲載することを要請

するとともに、締約国およびその他の者に対し、適切ならば当該インフォメーションを補足すること

を求める。

（注）インフォメーションノートは省略

せんきょう Oct 2007●15



育成期間を通じて指導・評価を行うとともに、積極的な就職斡旋を行い、 
日本人船員（海技者）として早期就職を目指す。 

導入研修期間（1年目） 
SECOJに登録 

乗船育成期間（2～5年目） 
SECOJに雇用 

◆航海士・機関士実務の基礎 
◆安全教育　等 
 

・研修生として 
　日本船社の船に乗船 ・航海士・機関士として日本船社の船に乗船 

・乗船育成期問開始から2年終了時に進路指導委員 
　会の適性評価により育成継続を判断 

・フォローアップ座学で航海士・機関士 
　実務の理解の深度化を図る。 

導入 
座学 

フォロー 
アップ 
座学 

乗　船　研　修 
〈定員外〉 

乗　船　育　成 
〈 考 課 に よ り 実 職 〉  

ームに参加することとなった。（本誌２００７年５月号

Ｐ．８参照）

出帆式では、国土交通省海事局永松船員政策課

長、全日本海員組合牧添外航部長および当協会飯

塚副会長より１期生を激励する祝辞が述べられた

後、１期生代表より「スキームにおいて、目の前

の課題に真摯な姿勢で取り組み、外航海運に貢献

できる人間となるよう、自己の鍛錬を続ける」と

の力強い誓いの言葉が述べられた。

１期生については、１０月より海技大学校で２ヶ

月間の導入座学研修を実施。その後の７ヶ月間は

わが国外航船社が運航する船舶で乗船研修を行う

こととしている。（スキームのスケジュールについ

ては、以下参照）

【スキームのスケジュール】

本スキームは、外航を目指す船員教育機関の卒

業生にキャリアアップと現場経験の機会を提供す

るもの。当協会としては、スキームが実効性ある

制度となるよう、引き続き国土交通省や全日本海

員組合などの関係者と取り組んでいくこととして

いる。

（企画部：本澤）

▲祝辞を述べる飯塚当協会副会長 ▲出帆式に臨む第１期生達

育成スケジュール
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国土交通大臣との意見交換会を開催
当協会は、２００７年９月１２日（水）、（社）日本造船工業会（以下、造工）と共同で、冬柴鐵三国土交通

大臣兼海洋政策担当大臣をお招きし、造工および当協会首脳との意見交換会を開催した。（出席者は

以下名簿参照）

はじめに冬柴大臣より挨拶があった後、前川当協会会長より、外航海運業界の概況および課題等

について説明するとともに、平成２０年度税制改正において使い勝手の良いトン数標準税制が導入さ

れるようお願いした。引き続き、田�造工会長より、造船業界の概況および課題等について説明が
あった後、意見交換を行った。

（企画部：宇佐美）

出 席 者：
国土交通大臣海洋政策担当大臣 冬柴 鐵三

国土交通省

海 事 局 長 春成 誠

海事局次長 大野 裕夫

大臣官房審議官（海事・港湾） 武藤 浩

大臣官房技術審議官（海事） 染矢 隆一

海事局総務課長 蒲生 猛

大臣官房参事官（海事） 蒲生 篤実

海事局外航課長 岡西 康博

海事局造船課長 坂下 広朗

海事局船員政策課長 永松 健次

社団法人日本造船工業会

会 長（川崎重工業�取締役会長） 田� 雅元

副 会 長（三井造船�取締役会長） 元山 登雄

副 会 長（�大島造船所最高代表取締役） 南 尚

専務理事 南部 伸孝

当 協 会

会 長（川崎汽船�取締役社長） 前川 弘幸

副 会 長（日本郵船�取締役社長） 宮原 耕治

副 会 長（�商船三井取締役社長） 芦田 昭充

副 会 長（常勤） 飯塚 孜

理 事 長 中本 光夫

▲冬柴大臣のご挨拶 ▲発言する前川当協会会長
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トン数標準税制導入に向けて気運が大いに盛り上がる
―当協会他が国会議員との懇親会を開催―

当協会は外航オーナーズ協会と共同で、２００７年９月２７日、海事振興連盟・海事立国推進議員連盟
の協力のもと、与野党国会議員と当協会関係者等との「トン数標準税制（以下「トン数税制」）導入
に向けた懇親会」を開催した。本懇親会は、５月１７日に開催した講演会・懇親会（本誌２００７年６月
号Ｐ．２４参照）に引き続き、当協会の本年度の最重要課題である「トン数税制導入」をより確かなも
のとするために開催したものである。
開会の挨拶のなかで前川弘幸当協会会長は、「平成２０年度税制改正においてトン数税制の導入を是

非とも実現し、海運業界は引き続きわが国経済に必要不可欠な物資の安定輸送という使命を全力で
果たしてまいりたい」と述べた。
来賓として出席した冬柴鐵三国土交通大臣ならびに衛藤征士郎自民党衆議院議員（海事立国推進議
員連盟会長）からはわが国外航海運の国際競争力確保のためにトン数税制を必ず実施するとの決意
が示された。
また、藤澤洋二・全日本海員組合組合長（大内教正副組合長代読）からは労働界からの、阿部泰

久・日本経団連経済第二本部長からは産業界からの力強い支持の表明がなされた。
与野党国会議員本人７１名、同代理６５名含め、国交省、内閣官房、石油連盟・日本政策投資銀行・

日本物流団体連合会・日本労働組合連合会などの関係団体、当協会会員等関係者計約３００名の参加を
得、出席の国会議員からは、トン数税制導入に向けて激励や決意の挨拶をいただき、平成２０年度か
らの同税制導入に向けて関係者の気運が大きく盛り上がる会合となった。 （総務部：石川）

� �

� �

� 前川弘幸当協会会長
� 冬柴鐵三国土交通大臣
� 衛藤征士郎衆議院議員
� 乾杯の音頭をとる高木義明衆議院議員
（海事振興連盟副会長、民主党副代表）
� 会場風景

�
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BIMCO会長・ICS�ISF 事務局長が当協会を訪問

造船・船級・船主の代表が船舶構造問題等の共通関心案件について意見交換する Tripartite Meet-

ingが２００７年９月２０日・２１日に東京で開催された機会を捉え、同Meetingに参加した国際海運団体の

代表が当協会を表敬訪問した。

９月１８日（月）には BIMCO＊会長の Philip Embiricos氏と事務局長の Carsten Melchiors氏が当協

会を訪問、飯塚副会長・中本理事長等とマラッカ・シンガポール海峡の航行安全問題、大気汚染防

止に係る海洋汚染防止条約（MARPOL）付属書�の改定問題、シップリサイクリング問題等につい

て率直な意見交換を行った。

また、９月１９日（火）には ICS�ISF事務局長の Tony Mason氏と ICS海務部長の Peter Hinchliffe

氏が当協会を訪れ、最近の海運界の諸問題について中本理事長等と意見交換を行った。

＊BIMCO : Baltic and International Maritime Council（ボルチック国際海運協議会）
１９０５年発足の“The Baltic and White Sea Conference”が前身。メンバーは船社・船舶代理店・P&I保険等の「クラ
ブメンバー」や、船級協会や海事法律事務所・損保や銀行等海運に関心のある「準メンバー」により構成されて

いる。BIMCOの代表的な事業としては傭船契約等書式の標準化。IMOのオブザーバーステータスを有している。

（総務部：中村）

▲当協会と意見交換するBIMCO会長（写真右）と事務
局長

▲意見交換する ICS�ISF事務局長・ICS海務部長と中本
当協会理事長・半田常務理事
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トン数標準税制の平成２０年度導入に向けた決議を採択
―海事振興連盟平成１９年度通常総会の模様―

超党派の国会議員および海事産業界等で構成する海事振興連盟は、１０月３日、平成１９年度の通常

総会を開催し、新会長に中馬弘毅衆議院議員を選出、１９年度の予算および事業計画を策定するとと

もに、海事産業界が抱える諸課題への対応等を取りまとめた１２項目からなる決議を採択した。

決議の中で外航海運関係については、「トン数標準税制（以下、トン数税制）を平成２０年度税制改

正において実現すること」に加え、「国際船舶に係る現行税制の維持・改善」などが盛り込まれた。

来賓として挨拶した冬柴鐵三・国土交通大臣からは、トン数税制の導入に向け全力を尽くしたい

旨発言があった。また、中馬弘毅新会長は、「トン数税制の導入については、海事振興連盟が超党派

の議員連盟であることを活かし、会員の協調のもと全力を挙げて取り組んでいく」との決意を表明

した。

総会後引き続き開催された海事関連団体との懇談会においては、はじめに各団体より直面してい

る諸課題への対応等につき要望があり、これに対し出席の国会議員からは様々な意見が出された。

また列席の春成誠・国土交通省海事局長からは現状などにつき説明があった。

当協会・前川弘幸会長からは、トン数税制導入に向けて、海事振興連盟の一層のお力添えをいた

だきたい旨重ねて要望を行った。
（審議役：植村）

▲総会で発言する当協会前川会長 ▲新会長に選出された中馬弘毅衆議院議員

▲冬柴鐵三国土交通大臣 ▲通常総会の模様
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舶用機関故障事例集の発行

当協会は、平成１９年度事業として、社団法人日本船舶機関士協会に「故障情報の利用等に関する

調査研究」を委託し、今般、その成果物の１つである「舶用機器故障事例集」（CD�ROM）が完成し

た。

本事例集は、日本船舶機関士協会が平成１６年に製作した事例集（３７９例掲載）に平成１６年から１８年

の間に収集した９４例を追加して編集されたものである。各事例は図、写真などを活用し、故障の状

況、原因、対処を簡潔に取りまとめ、機器の種類別等に分類して収録されている。

入手をご希望の向きは、下記へお問い合わせ下さい。

社団法人 日本船舶機関士協会（宮寺専務理事）

Tel：０３�３２６４�２５１８ e�mail：m�e@marine�engineer.jp

＜故障事例集の構成＞

１．ディーゼル主機（２１０例）

２．タービン主機（２例）

３．主軸系機器（８例）

４．ボイラ（４１例）

５．ディーゼル補機（６８例）

６．タービン補機�軸発電装置（１７例）

７．機関室補機（６２例）

８．電気機器�監視装置（２８例）

９．甲板機械�その他（３７例）

（海務部：斎藤）
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３
〜
７
日

バーゼル条約第６回公開作業部会（OEWG

６）がスイスのジュネーブにおいて開催され

た。（Ｐ．１３海運ニュース参照）

４
日
交通政策審議会海事分科会（会長：馬田一・

日本鉄鋼連盟会長）の第１３回会合が開催され

た。国土交通大臣より諮問された東京湾・伊

勢湾における海上交通規制の見直しおよびAIS

の整備等を踏まえた船舶交通安全政策のあり

方について審議し、前者については即日答申

した。

４
〜
６
日

IMO、シンガポール政府主催によるマラッカ

・シンガポール海峡に関する国際会議がシン

ガポールにおいて開催され、世界で初めて国

際海峡における国際的な協力の枠組みが設立

された。（本誌２００７年９月号Ｐ．２参照）

５
〜
６
日

港湾保安対策の向上を目的とした第４回日

ASEAN港湾専門家会合が福岡にて開催された。

１０
日
海上労働について官労使の三者で協議を行う

ILO海事協議会の第４回会合が開催された。

１４
日
欧州委員会は、定期船同盟に対する競争法（独

禁法）適用除外制度廃止後および欧州域内海

上輸送・不定期船に対する競争手続法の範囲

拡大に対するガイドライン案を発表した。今

後は関係者からのコメントを募集し、来年に

は最終案が固まることとなっている。

１７
〜
２１
日

IMO第１２回危険物・固体貨物およびコンテナ

小委員会（DSC）がロンドンにおいて開催さ

れた。（Ｐ．１０海運ニュース参照）

２７
日
当協会と外航オーナーズ協会はトン数標準税

制導入に向けて国会議員との懇親会を開催し

た。（Ｐ．１８囲み記事参照）

２２００００７７年年
99月月

22●せんきょう Oct 2007



９月の定例理事会の模様

（９月２６日 日本船主協会役員会議室にて開催）

政策委員会

１．トン数標準税制関連事項

２．平成２０年度税制改正要望について

３．政投銀融資について

４．外航日本人船員（海技者）確保・育成スキー

ム

５．外航日本籍船の日本人船・機長配乗要件の撤

廃

６．海運分野に対する EU競争法ガイドライン案の

公表について

労政委員会

１．日比マンニングフォーラム ２００８について

２．２００８年�２００９年 IBF協約改定交渉について

海上安全・環境委員会

１．マ・シ海峡の航行安全・環境保全に関する国

際協力

２．交通政策審議会 海事分科会の答申

公布法令（９月）

� 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

施行令の一部を改正する政令（政令第２８２号、

平成１９年９月７日公布、海洋汚染等及び海上

災害の防止に関する法律の一部を改正する法

律（平成１９年法律第６２号）の施行の日から施

行）

陳情書・要望書等（９月）

提出日：９月２６日

宛 先：自由民主党 政務調査会 税制調査会

件 名：平成２０年度海運関係税制改正要望

要 旨：トン数標準税制の実現をはじめ国際船舶

に係る登録免許税の改善・延長、外航用

コンテナに係る固定資産税の廃止などを

要望した。

国際会議の予定（１１月）

会議名：ASFシッピング・エコノミックス・レビ

ュー委員会（SERC）第２０回中間会合

日 程：１１月２０日～２１日

場 所：台北

会議名：ASF航行安全・環境委員会（SNEC）第１４

回中間会合

日 程：１１月２９日～３０日

場 所：バンコク

船船協協だだよよりり
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１．わが国貿易額の推移 （単位：１０億円）

年 月 輸 出
（FOB）

輸 入
（CIF） 入�▲出超

前年比・前年同期比（％）

輸 出 輸 入

１９９０
１９９５
２０００
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６年９月
１０
１１
１２

２００７年１月
２
３
４
５
６
７
８

４１，４５７
４１，５３０
５１，６５４
５４，５４８
６１，１７０
６５，６６２
７５，２５６

６，８３２
６，５９３
６，６３１
６，９６０
５，９５３
６，４１８
７，５１３
６，６３３
６，５６５
７，２８４
７，０６３
７，０２８

３３，８５５
３１，５４８
４０，９３８
４４，３６２
４２，２１７
５６，３８１
６７，１６４

５，８２３
５，９８４
５，７２１
５，８４７
５，９５７
５，４４３
５，８８５
５，７１２
６，１８２
６，０６４
６，４０２
６，２９３

７，６０１
９，９８２
１０，７１５
１０，１８６
１１，９５３
８，７８２
８，０９２

１，００９
６０９
９０９

１，１１３
△ ３
９７５

１，６２８
９２１
３８３

１，２２０
６６１
７３５

９．６
２．６
８．６
４．７
１２．１
７．３
１４．６

１５．３
１１．５
１２．１
９．８
１９．０
９．７
１０．３
８．２
１５．１
１６．２
１１．８
１４．５

１６．８
１２．３
１６．１
５．１
１０．９
１５．６
１６．１

１７．０
１７．５
７．６
７．７
１０．３
１０．２
０．２
３．５
１５．６
１０．８
１７．１
５．８

（注） 財務省貿易統計による。

２．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年 月 年間）平均月間 最高値 最安値

１９９０
１９９５
２０００
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６

２００６年１０月
１１
１２

２００７年１月
２
３
４
５
６
７
８
９

１４４．８１
９４．０６
１０７．７７
１２５．２８
１１５．９０
１０８．１７
１１０．１６
１１６．３０

１１８．５９
１１７．３５
１１７．３０
１２０．６０
１２０．４５
１１７．２８
１１８．８３
１２０．７３
１２２．６２
１２１．５９
１１６．７２
１１５．０２

１２４．３０
８０．３０
１０２．５０
１１５．９２
１０７．０３
１０２．２０
１０２．１５
１０９．５０

１１７．４２
１１５．６５
１１４．８７
１１８．３７
１１８．４８
１１５．６０
１１７．７７
１１９．５５
１２０．９４
１１８．５２
１１２．４０
１１３．２０

１６０．１０
１０４．２５
１１４．９０
１３４．６９
１２０．８１
１１４．４０
１２１．３５
１１９．５１

１１９．５１
１１８．３０
１１９．０３
１２１．９９
１２１．４８
１１８．３０
１１９．６０
１２１．７０
１２３．９５
１２３．６３
１１９．６８
１１５．９８

３．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M�T）

区分

年次

航 海 用 船
定 期 用 船

合 計 連続航海 シングル
航 海

（品 目 別 内 訳）

石 炭 穀 物 砂 糖 鉱 石 スクラップ 肥 料 その他 Trip Period

２００１
２００２
２００３
２００４
２００５
２００６

２００７ １
２
３
４
５
６
７
８
９

１５４，００５
１３２，２６９
９９，６５５
８３，３９８
７６，８４７
８４，５１５

８，３６１
６，１４４
６，２２１
４，２１８
５，５６０
１０，０７０
７，４７９
４，１７２
４，４５２

３，０６３
９７８

１，３２０
２，４１４
２，１４５
６４４

０
０
０
０
７０
０
０
０
０

１５０，９４２
１３１，２９１
９８，３３５
８０，９８４
７４，７０２
８３，８７１

８，３６１
６，１４４
６，２２１
４，２１８
５，４９０
１０，０７０
７，４７９
４，１７２
４，４５２

５２，３２４
４３，４０６
３０，７２２
３１，８７５
２８，５６６
２２，８３２

１，９９７
８１０

２，４１０
１，２４０
１，７９０
３，３８０
１，８１８
１，５１５
８８５

１６，７８９
１５，１８２
６，０９７
５，６２１
３，７６０
３，９６９

１１５
７０
０

１４８
３５０
１８９
１８１
１６７
２５６

７，２８８
５，８５３
３，６５７
７００
１６２
２９３

０
４４
０
０
０
０
０
０
０

７２，１７７
６５，１０５
５７，００１
４１，３９４
４１，５５２
５６，４８２

６，２４９
５，２２０
３，８０５
２，８３０
３，３５０
６，４８３
５，４８０
２，４６０
３，３１１

４７２
４４２
２４８
５９６
２４７
７３

０
０
０
０
０
０
０
０
０

９７８
１，０５４
４３８
６９０
３３１
２８２

０
０
６
０
０
１８
０
３０
０

９１４
２４９
１７２
１０８
８６
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１５０，１５４
１８４，８９０
２０８，６９０
２５０，３８６
２８９，２１６
３３６，４９４

２８，８６２
２３，６４０
２２，０９３
１９，９２５
２３，４０２
２６，３７５
２８，７１０
２０，８４８
２５，８０５

３８，４５５
５０，４７４
８１，７２１
５９，９０６
５３，２３４
１０９，２０３

１３，１３７
１３，６３６
１５，１５５
１４，４０６
９，４７９
８，８１９
１４，１６６
１０，５３３
１３，３１０

（注） �マリタイム�リサーチ社資料による。 �品目別はシングルものの合計。 �年別は暦年。

海運統計
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ガルフ／日本 

ガルフ／西欧 

４．原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�欧米）

月次
ペルシャ湾�日本 ペルシャ湾�欧米

２００５ ２００６ ２００７ ２００５ ２００６ ２００７
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

８５．００ ５９．５０
１６７．５０ ７５．００
１３７．５０ ７５．００
９６．００ ８０．００
９０．００ ６２．５０
６７．５０ ５２．５０

１０２．００ ７３．７５
７２．５０ ５６．５０
１０２．５０ ６２．５０
１２５．００ ９０．００
２１６．００１３５．００
１７２．５０１１０．００

１８０．００ ８０．００
１５０．００１００．００
１０６．５０ ６６．５０
６８．００ ５０．００
７７．５０ ６７．５０
１３０．００ ８２．００

１３０．００ ９１．００
１３０．００ ９０．００
１１５．００１０５．００
７１．００ ６７．５０
７２．５０ ６０．００
６５．００ ５１．２５

７５．００ ４７．５０
６５．００ ４５．００
９０．００ ６５．００
５０．００

８８．５０ ６２．５０
７０．００ ６３．７５

６７．５０ ５６．００
６６．７５ ５６．００

７７．００ ６２．５０
１４０．００１１２．５０
１０２．５０ ７５．００
９０．００ ７２．５０
８８．２５ ６２．５０
６１．２５ ５０．００

８５．００ ６２．５０
６７．５０ ６０．００
１０２．５０ ６５．００
１２０．００ ８７．５０
１７０．００１３０．００
１４５．００１００．００

１２０．００ ７５．００
１２５．００ ８５．００
９５．００ ５７．５０
６７．５０ ５５．００
８５．００ ５５．００
９７．５０ ７０．００

１０２．５０ ８０．００
１００．００ ８５．００
１０７．５０ ８５．００
８９．５０ ６５．００
７０．００ ６０．００
６０．００ ４８．２５

５７．５０ ４５．００
５９．００ ４７．５０
８０．００ ５４．００
５５．００ ４０．００
７２．５０ ６０．００
７０．００ ５０．００

５０．００ ４２．５０
４７．５０ ４５．００

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �単位はワールドスケールレート。 �いずれも２０万D�W以上の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�西欧） 穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧）

５．穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
ガルフ�日本 ガルフ�西欧

２００６ ２００７ ２００６ ２００７
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

３７．４５
―
―
―
―
―

―
―
―

５０．５０ ５０．２５
―
―

―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれも５万D�W以上８万D�W未満の
船舶によるもの。 �グラフの値はいずれも最高値。
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石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） タンカー運賃指数

６．石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
オーストラリア�西欧（石炭） ブラジル�中国（鉄鉱石） ブラジル�西欧（鉄鉱石）
２００６ ２００７ ２００６ ２００７ ２００６ ２００７

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１８．４５ １６．２０
―
―
―
―
―

―
―
―

２５．５０
３１．００
３３．００

２６．５０
―

３１．８０ ３０．５０
―
―

２７．７５

―
５０．００

２３．５０ １９．７０
２４．９９ ２１．００
２６．７５ １８．５０
２４．００ ２０．９０
２４．３０ １９．７０
２５．７５ ２２．００

３２．２５ ２３．７５
３７．００ ３１．００
３６．００ ２８．５０
３４．２５ ２９．００
３３．００ ２９．５０
３４．４５ ３１．５０

３８．００ ２６．５０
４０．２５ ３８．００
４８．３０ ３９．００
５２．００ ４４．００
５５．００ ５１．００
５４．００ ４０．７５

５３．５０ ２７．５０
６６．００ ５９．５０

１１．００ ８．７５
１２．５０
―

１１．２５ ９．８５
１１．５０ １０．５０

１２．７０

１５．４０
１３．１０

２０．２５ １７．９０
１７．５０ １３．４５
１９．００ １５．５０
２１．００ ２０．５０

２１．５０ １６．７５
２４．７５ ２４．５０

―
２９．２５

３１．００ ２７．３０
２９．１０ ２８．６０

３０．００ ２４．１０
３２．８０ ２８．００

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれもケープサイズ（１４万D�W以上）の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

７．タンカー運賃指数

月次
タ ン カ ー 運 賃 指 数

２００５ ２００６ ２００７
VLCC 中 型 小 型 Ｈ・Ｄ Ｈ・Ｃ VLCC Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Clean

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

８０
１３５
９６
８５
７５
６１

８３
６９
８２
１０９
１７９
１４９

１７０
１６５
１６２
１２４
１３７
１２６

１０８
１０７
１２０
１８６
２２５
２５７

２１０
１８１
１９５
１５７
１９１
１５７

１４４
１３３
１５４
１４９
２６９
２５７

３０７
２３３
２５５
２１２
２７１
２６７

２４８
１９０
２４４
３７６
３５８
２８６

３２２
２６７
２８９
２７４
２５３
２５３

２４３
２１１
３５０
３８５
３１２
２８４

１１２
１１６
８６
６３
７９
１００

１１４
１１４
１０９
８７
７４
６６

１６３
１６８
１２７
１０８
１３２
１３８

１４８
１７１
１３９
１４７
１１８
１３６

１９３
１７６
１６３
１３３
１５８
１４９

１７３
１７０
１４０
１９０
１３３
１８９

３１４
２６７
２０４
２０８
２１７
２２５

２３２
２３１
２１２
２１３
１９９
２１０

３４２
２８２
２２５
２１３
２４１
２３３

２７１
２６６
２３４
２１７
１９４
２５１

６３
６５
８１
６３
７９
６３

５９
５２

１２４
１１６
１１２
１２２
１０８
１１０

９１
８５

１８７
１５９
１４５
１４５
１６１
１１３

１２８
９７

２０９
２３７
２２０
２２９
２３５
２１１

２１６
１８５

２１９
２２６
２８２
２６４
２４４
２４２

２０８
１７４

平均 １００．３ １５７．３ １８３．１ ２７０．６ ２８６．９ ９３．３ １４１．３ １６３．９ ２２７．７ ２４７．４
（注） �２００３年までは「Lloyd's Ship Manager」、２００４年からは「Lloyd's Shipping Economist」による。�タンカー運賃はワー

ルドスケールレート。�タンカー運賃指数の５区分については、以下のとおり（～２００３）◯イVLCC�１５万トン以上 ◯ロ中型�７万～
１５万トン ◯ハ小型�３万～７万トン ◯ニH�D＝ハンディ�ダーティ�３万５０００トン未満 ◯ホH�C＝ハンディ�クリーン�全船型。（２００４
～）◯イVLCC�２０万トン以上 ◯ロSuez�１２～２０万トン ◯ハAfra�７～１２万トン ◯ニHandy�２．５～７万トン ◯ホClean�全船型
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用船料指数 係船船腹

９．係船船腹量の推移

月次
２００５ ２００６ ２００７

貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タ ン カ ー
隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１３８
１４７
１３７
１３０
１２８
１２９

１３３
１３２
１３４
１３８
１３９
１４１

７７９
７６６
７３３
６７０
６４０
６３７

６４１
６４５
６６８
６７６
６４９
６７９

８３０
８１３
７９７
７６５
７５２
７５０

７５４
７６６
７４５
７５１
７３１
７１０

３５
３２
３３
３５
３６
３６

３４
３４
３４
３４
３４
３４

１３５
９６
１４７
１４８
１０３
１０３

９９
９９
１７０
１０３
１３１
１２８

２０９
１４２
２２９
２３１
１５０
１５０

１４５
１４５
１９４
１４９
１７３
１７１

１４６
１４６
１４６
１４７
１４４
１５０

１４９
１５２
１５１
１５２
１５０
１５１

７０８
６９２
６７１
６８５
６８３
６８９

６９４
６５０
６４７
６４９
６２３
６２３

７５５
７５０
７４２
７６４
７９４
７９６

８１７
６８０
６７８
６８２
６８９
６４０

３４
３３
３２
３２
３２
３４

３２
３２
３２
３２
３４
３４

１２８
１３０
１２８
１２８
１２８
２０３

１０２
１０２
１０２
１０２
１３５
１３５

１７１
１７２
１７０
１７０
１７０
２２７

１５１
１５１
１５１
１５１
２０５
２０５

１５１
１５２
１５８
１５４
１５１
１５１

１４９
１４６
１５３

６２３
６４２
６７７
６４４
６１０
６０６

６０３
５９３
６５０

６４０
６４２
６７２
６２５
６０２
６００

５９５
５８１
６６５

３４
３４
３４
３４
３４
３５

３５
３３
３３

１３５
１３５
１２５
１２６
１２６
１２８

１２８
１０４
１０４

２０５
１８９
１８９
１９０
１９０
１９１

１９１
１５０
１５０

（注） インフォーマ発行のロイズ�インアクティブベッセルズによる。

８．貨物船定期用船料指数

月次
２００４ ２００５ ２００６ ２００７

総合指数 BDI 総合指数 BDI 総合指数 BDI １．２万～
２万

２万～
３．５万

３．５万～
５万

５万～
８．５万 ８．５万～ 総合指数 BDI

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

５５３
６１３
６１５
５５８
５３３
４０１

４７８
５６２
５１４
５０３
５４４
７０１

４，５３９
５，２９０
５，１２２
４，６３５
３．４５２
２，７６２

３，９７１
４，１８０
４，２１４
４，６０２
４，２６４
５，１７６

６７７
７１５
５６５
６２４
５５２
４１２

３４２
２８５
３５２
３９１
３７６
３３２

４，４７１
４，５１１
４，６８５
４，８１０
３，７３７
２，５８６

２，３０７
２，１６９
２，９４９
２，９４９
２，９９１
２，６２４

２９４
２９２
３２１
３２５
３０４
３５９

４２１
４７５
５１８
５２２
４９３
５９４

２，２６３
２，３２８
２，４９３
２，４９５
２，４９５
２，７３９

３，１９１
３，６７２
４，２０７
４，０５３
４，１２１
４，３１８

０
０
０
０
４７９
０

０
０

６８９
５２７
５８１
６２３
７３０
６２４

８１７
８３７

５２５
５３６
５９７
６９３
８４０
７８３

７８５
８６１

６６０
６５３
７５０
７５６
９５５
９２６

１，１０９
１，０９１

６７０
６９０
７６５
８９１

１，０２５
８３９

９０５
１，０３４

６３２
５７７
６４４
７０７
７１２
７５９

８７５
９２０

４，７６２
４，３６６
５，１７２
５，７８２
６，５２１
５，６７２

６，６０１
７，２８９
８，６１９

出所：「Lloyd's Shipping Economist」
（注） �船型区分は重量トンによる。

�用船料指数は１９８５年＝１００。
�BDI（Baltic Dry Index）は月央値。
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本号海運ニュースＰ．１５に掲載されている通り、
外航日本人船員（海技者）確保・育成スキームの第
１期生１１名の導入研修が１０月１日から開始された。
本スキームは、減少を続ける日本人海技者の新

たな確保・育成策として官労使が一体となって推
進しているものである。
外航海技者を志していながら、そのチャンスに

恵まれていなかった人々に再挑戦の機会を提供す
るもので、商船高専・大学の新卒者から、既に数
年以上の社会経験を積んだ既卒者まで、幅広い応
募があった。
私自身はこのスキームの制度設計に過去数年関

与してきたが、育成開始の式典には残念ながら参
列できなかった。しかしながら、選考の過程で垣
間見た応募者達はみな熱意を込めて海技者への志
望動機を語っており、有意義な結果を出してくれ
るものと確信している。
今回の一期生募集に際しては、教育機関在籍中

の卒業見込み者や就職担当の先生方など求職側の
声を直接聞くことができた一方、船社関係者など
求人側の意見を聞く機会もあった。その折に感じ
たことは、夫々の希望や意見が相手側に届いてい
ないことへのもどかしさが双方にあることだった。
求職側には、外航船社への就職志望者が多くい

るのに求人側からの連絡が少ない、あるいは試験
の日程が重なっているため受験機会が限られてい
るといった声がある一方、求人側には、英語の基
礎的な能力について改善を望む声が特に高かった
ほか、求職票を出しても応募者の数が少ないとい
う意見があった。
多くの船社に応募したくても受験の機会が限ら

れているということと、募集をかけても応募者が
来てくれないというミスマッチについては、試験
日や試験地の設定において検討の余地があるのか
もしれない。
市況変動の波にさらされる外航海運企業にとっ

ては、毎年一定規模の採用を長期に継続していく
ことはなかなか容易なことではないが、現在多く
の船社において若年海技者の不足感が高まってい
るとしており、既卒外航海技者の人材マーケット
がほとんど存在しない現状では、長期的には教育
機関とのコミュニケーションを密にして新卒者の
定期的な採用を安定させる方策を模索し、短期的
には、今回船出したスキームを活用して多くの育
成要員に海技者としての就職機会が与えられるこ
とを期待しており、そのバックアップをしていき
たいと考えている。
日本船主協会 常務理事・企画部長 園田 裕一

編集委員名簿
第一中央汽船 総務グループ次長 裏 啓史

飯 野 海 運 総務グループ 広報�IR 室 伊藤 夏彦

川崎近海汽船 総務部副部長 廣岡 啓

川 崎 汽 船 IR�広報グループ 情報広報チーム長 高山 敦

日 本 郵 船 調査グループ グループ長代理兼調査チーム長 宮本 佳亮

商 船 三 井 広報室マネージャー 鹿野 謙二

三 光 汽 船 社長室副室長（経営企画担当） 近 寿雄

三 洋 海 運 総務部副部長 荒井 正樹

新 和 海 運 総務グループ 総務�法規保険チームリーダー 藤田 正数

日本船主協会 常務理事兼総務部長 井上 晃

常務理事兼海務部長 半田 收

常務理事兼企画部長 園田 裕一

企画部政策担当部長 清野 鉄弥

海務部労政担当リーダー 山脇 俊介

編 集 後 記
もうかなり前になってしまうが、今年の

夏は暑かった。１０月に入り朝晩がやっと涼
しくなって、忘れていた衣替えを慌ててし
た。ニュースでは桜の花が咲いた、という
映像が流れ、出かけた先では咲き終えた彼
岸花の傍らで菖蒲や紫陽花が咲いており、
紅葉し始めるはずの山の木々はほとんど緑
一色だった。
温暖化という言葉はかなり前から聞いて

いたけれど、今年ほど実感したことはなか
ったような気がする。悲しい哉、分かって
いるつもりでも、結局身近に影響が及ばな
いと自分のこととして思えないのだ。
今じわりと食料品の値上げが進んでいて、

日本の自給率の低さと同時にいかに輸入に
依存しているかということが日常生活にも
はっきり表れている。その輸送を支えてい
る大部分が海運である、ということを考え
れば、普段よりもっと色々なことが浸透し
やすいタイミングなんじゃないか、と個人
的に思ったりするのだがはたして？（MN）
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